
                                         

1 

                                                           

平成 25 年 10 月４日 

各  位 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

第三者割当による新株式発行並びに 

主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 

当社は、平成 25 年 10 月４日開催の取締役会において、第三者割当による新株式の発行（以下「本第三者

割当」といいます。）を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

また、本第三者割当により、当社の主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動が見込まれますので、併

せてお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ． 第三者割当による新株式発行について 

１． 発行要領 

(1) 払込期日  平成25年10月22日  

(2) 発行新株式数  8,139株  

(3) 発行価額  1株につき36,864円  

(4) 払込金額の総額  300,036,096円  

(5) 資本組入額  1株につき18,432円  

(6) 資本組入額の総額  150,018,048円 

(7) 募集又は割当方法 (割当

先) 

第三者割当の方法により、以下の割当先に対して以下の

株式数を割り当てます。  

ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合  4,883株 

株式会社滋慶              2,713株 

イノベーション・エンジン株式会社     543株 

(8) その他  詳細は別紙1(普通株式発行要項)をご覧下さい。  

   

 

 

 

 

 

 

会 社 名 イ ン ス ペ ッ ク 株 式 会 社

代表者名 代表取締役社長 菅 原  雅 史

（コード番号：6656 東証マザーズ）

問合せ先 取締役管理部長 冨 岡  喜 榮 子

ＴＥＬ 0187-54-1888（代表） 
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２. 募集の目的及び理由  

（1） 本第三者割当の目的及び理由  

 当社は、リーマンショックをきっかけとした世界的な信用収縮・金融不安による企業業績悪化等

が影響して、平成23年４月期を除く直近５期において経常損失を計上しました。この間、財務体質

改善のため希望退職者の募集や役員報酬・賞与のカット、従業員の給与・賞与のカットによる人件

費削減も含めた大幅な経費削減策を断行するなどの改善に努めてまいりました。さらに、円高に対

しては事業の海外展開を図り、また製品価格の低価格化に対してはＶＥによるコストダウンを図る

等の対応をとりましたが、業績の悪化に伴い損失額が膨らみ、前事業年度末において193,737千円の

債務超過となりました。これにより当社の株式はマザーズ上場廃止基準に抵触し、平成26年４月期

においてもなお債務超過を解消できない場合には上場廃止となります。また、長期借入金に付され

ている純資産額に関する財務制限条項に抵触しており、期限の利益喪失の請求を猶予していただく

ことについて、取引金融機関に申し入れをしております。 

一方、平成 21 年にハイエンドパッケージ基板用ＡＯＩ（注１）の製品化に成功し有力ユーザーへ

の納入実績を上げて以降、ハイエンドＡＯＩ分野で多くの実績を積み重ねると共に、平成 24年には

ハイエンドパッケージ基板用ＡＶＩ（注２）を台湾で大量受注を獲得するなど、ＡＯＩ、ＡＶＩの

両製品共に評価が高まっており、今期（平成 25 年５月～平成 26 年４月）以降についても、継続し

てリピートオーダーが予定されております。 

これらの実績が示す通り、当社の検査装置が持つ高い性能やユーザーに密着したサポート体制な

ど、検査装置メーカーとしての高い評価が業界に浸透してきており、昨年後半から国内・海外市場

ともに新規受注及び新規引合いが増加してきております。 

また、当社では、以前から取り組んでいるインライン検査モジュールについて、その高い性能が

評価されてきており、スマートフォン向けの精密なタッチパネルの検査や液晶用フラットパネルの

精密な検査モジュールとして、すでに多数の受注を獲得し、今期（平成 25 年５月～平成 26 年４月）

の売上に計上されます。このような検査モジュールの供給は当社にとって新しい事業形態であり、

当社の新たな収益源として拡大していくよう積極的に取り組んでおります。 

さらに、新興市場で急速にニーズが高まっているローコストの外観検査装置である小型ＡＶＩに

ついて、性能はもとより価格面においても高い競争力をもつ戦略製品の開発が完了し、販売を開始

しております。 

以上の通り、当社は今、大きな転換期を迎えており、目の前に来ているビジネスチャンスをしっか

りと捉え、着実に業績を伸ばすためには、ニーズに対応した新製品（特に海外でニーズが高まってい

るフレキシブル基板（FPC）向け最終外観検査装置（AFVI）と次世代向けのハイエンドＡＶＩ）のタ

イムリーな開発、販売強化のためのデモ用装置製作費用及び受注増加による増加運転資金の調達が急

務となっております。このため、早急に債務超過を解消するとともに受注増加に伴う増加運転資金等

を調達するため、今回の第三者割当増資を実施することといたしました。 

（注１） 基板ＡＯＩ ： 精密プリント基板検査装置（パタ－ン検査装置） 

半導体用の精密パッケージ基板や携帯電話等に使われる精密プリント基板のパター

ン形成プロセスでは、大判の材料で製造されるため、それに対応したパターン検査と

して使用される装置。 

基板に形成された配線が、設計通りの精度で作られているか検査する。 

電気検査では配線の細りなどが検査できないためAOI検査が重要。 
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（注２） 基板ＡＶＩ ： 最終外観検査装置 

          スマートフォン、携帯電話等の高密度基板及び精密フレキシブル基板の外観検査。 

CPUやGPUなどの超精密半導体PKG基板の外観検査。 

基板としての完成時に金メッキ部のキズ・変色・形状不良・メッキ不良、SR部の異物、 

キズなど外観全般の感応検査。 

目視に変わる機能が必要なため、難易度が高い。 

                

 

（2）本第三者割当による資金調達を選択した理由  

上記「２. 募集の目的及び理由 (１)本第三者割当の目的及び理由」に記載の通り、当社は、数年

来経常損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており、さらに財務状況

の悪化が続くことになれば、上場廃止のリスクを回避することが困難と思われ、更なる信用不安リ

スクを抱えることになります。当社は、これらのリスクを払拭したうえ、今後の資金繰りの安定化

を図る必要があるとの認識で、資金調達の手段について検討を重ねてまいりました。その結果、債

務超過を解消する方策として当社の主力事業である基板ＡＯＩ並びに基板ＡＶＩ等の外観検査装置

事業による営業収益の拡大のみによって平成 26年４月期末までの限られた期間内で債務超過を解消

することは困難であると判断いたしました。また、当社は前期、前々期と連続して営業損失、経常

損失を計上しており、今期の業績も平成 26 年４月期第１四半期までは営業損失、経常損失を計上し

ております。かかる状況では公募増資による資金調達は困難であります。このため、当社は本第三

者割当による新株式の発行により自己資本を充実させていく方法が最善の方法と判断いたしました。 

 

３. 調達する資金の額、使途及び支出予定時期  

(1) 調達する資金の額(差引手取概算額)  

払込金額の総額      300,036,096 円 

発行諸費用の概算額   12,400,000 円  

差引手取概算額      287,636,096 円 

調達資金の入手時期 平成25年10月22日 

 

(注) １. 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

２. 発行諸費用の概算額の内訳は、弁護士費用等(100万円)、登記関連費用（200万円）、

公告その他調査費用(100万円)及びアドバイザリー費用（840万円）等であります。 

３．当社は、イノベーション・エンジン株式会社との間で資金調達に関するアドバイザリ

ー契約を締結しており、本第三者割当増資において実際に払込みを受けた場合に、イ

ノベーション・エンジン株式会社以外の割当先からの払込金額の３％に相当する金額

をアドバイザリー業務の対価として支払うものとされており、払込みを受けない場合

はアドバイザリー業務の対価の支払いは不要とされております。 
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(2) 調達する資金の具体的な使途及び支出予定時期  

上記差引手取概算額287,636,096円は、下記のとおり充当する予定であります。 

具体的な使途 金額（円） 支出予定時期 

① ニーズに対応した半導体基板ＡＶ

Ｉの新製品開発（※） 
80,000,000 平成25年11月～平成26年10月 

② 国内事業拡大のための投資費用（販

売強化のためのデモ機製作、量産向

け仕込み資金） 

70,000,000 平成25年11月～平成26年10月 

③ 運転資金（人件費、経費等の支払） 137,636,096  平成25年11月～平成26年12月 

（注）上記支出予定時期までの資金管理につきましては、銀行預金として管理する予定であります。 

 (※) 半導体基板の最終外観検査は、目視による検査が一般的であるため、多くのメーカーは労働コス

トの安い中国を始めとするアジア地域で実施しております。しかし近年、特に中国における人件費の

上昇の影響等により検査コストが高騰しているため、自動最終外観検査装置（ＡＶＩ）のニーズが高

まってきております。 

この検査は検査する項目が非常に多く、キズや異物、変色などの目視による感応検査であるため、

検査基準が曖昧で装置化が難しく、自動化するための技術的なハードルが非常に高い分野ですが、当

社は数多くのＡＶＩの実績を持ち、検査のノウハウを保有しているため、高い性能のＡＶＩを開発す

る能力を保有しております。当社はＡＶＩの新たなニーズとして求められる小型化、高性能、低価格、

簡単操作、柔軟な対応力等に対応可能な新製品の開発に注力し、さらなる競争力の強化と開発スピー

ドの加速策に取り組みます。 

 

４. 資金使途の合理性に関する考え方 

本第三者割当増資における調達資金については、上記「3．(2)調達する資金の具体的な使途及び支出

予定時期」に記載のとおり、今後の事業活動を加速させるべく、現在、特に海外でニーズが高まってい

るフレキシブル基板（FPC）向け最終外観検査装置（AFVI）と次世代向けのハイエンドＡＶＩの開発を

推進するための費用として充当いたします。また、販売強化のためのデモ用装置製作用としての投資費

用に充当させるとともに、増加している受注案件に対応した運転資金に充当する予定であります。 

調達した資金は、事業において効果的に利用することで中長期的な企業価値の向上に資するものであ

り、かかる資金使途は合理的であると判断しております。  

 

５. 発行条件等の合理性  

(1) 払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

本第三者割当増資による本株式の払込金額は、本第三者割当増資にかかる取締役会決議の前営業日ま

での直前1ヶ月間の株式会社東京証券取引所における当社株式の終値の平均価額から10％ディスカウン

トした価額36,864円としました。発行価額の算定根拠は、取締役会決議の直前営業日までの３ヶ月間（平

成25年７月４日から平成25年10月３日まで）の終値平均40,350円と直前1ヶ月間（平成25年９月４日か

ら平成25年10月３日まで）の終値平均40,960円とを比較し、高いほうを選択し、また、当社の現在の資

金繰り等財務状況で不安定要素が多い中、割当先のリスク面も考慮し、当社及び既存株主に対して不利

となるような付帯条件を排除し、割当先と十分な協議をした上、有利発行にはならない範囲でのディス

カウントを想定して検討しました。割当先とは、当該割当新株式を引受後１年間は引受株式の市場売

却・相対売却の制限をする旨の契約をしており、既存株主と比べ流動性の面で制約がある点を考慮する
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と算定基準株価の10％のディスカウントは特に有利な発行には該当しないと判断いたしました。また、

発行価額の算定にあたり直前１ヶ月間の終値平均と直前３ヶ月の終値平均とを比較したことについて

は、取締役会決議の直前取引日の終値または直前６ヶ月間とした場合には、決算の発表やその他適時開

示の内容をはさんでの算出となり、必ずしも会社の価値を反映している価額とは言い切れない可能性が

あると判断したためであります。 

 なお、本第三者割当に係る取締役会決議の直前営業日までの１ヶ月間（平成25年９月４日から平成25

年10月３日まで）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値40,960円と比較して

10.00％のディスカウント、当社普通株式の３ヶ月間の終値の平均値40,350円と比較して8.64％のディ

スカウント、当社普通株式の６ヶ月間（平成25年４月４日から平成25年10月３日まで）の終値の平均値

38,573円と比較して4.43％のディスカウントであります。 

この払込金額については日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」の「取締役会決

議の直前日の価額（直前日における売買がない場合は、当該直前日からさかのぼった直近日の価額）に

0.9を乗じた額以上の価額であること。ただし、直近日または直前日までの価額または売買高の状況等

を勘案し、当該決議の日から払込金額を決定するために適当な期間（最長６ヶ月）をさかのぼった日か

ら当該決議の直前日までの間の平均の価額に0.9を乗じた額以上の価額とすることができる。」との規

程の範囲内のものであり、本第三者割当の目的や割当先の保有方針等も勘案すると、本第三者割当の発

行価額については、会社法第199条第３項に規定されている特に有利な金額には該当しないと判断して

おります。 

なお、当社では、発行条件等につき客観的な意見を取り入れるため、割当予定先及び当社とは利害関

係のない弁護士を当社社長の知人等を介し複数紹介いただき、その中から当社が選択したクレア法律事

務所の古田利雄氏と当社の監査役全員（社外監査役・森田克彦氏、社外監査役・菅原佳典氏、社外監査

役・佐野元彦氏）の計４名で構成される第三者委員会に当社の経営状況、当社株式の市場価格等につい

て説明し、当該委員会からは、本第三者割当増資の発行条件につき検討した結果、本第三者割当増資の

払込金額は「特に有利な価格」には該当しないものとの意見を得ております。 

 

(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠  

本第三者割当により、8,139 株の普通株式が発行され、発行新株にかかる議決権数を発行済株式の議

決権数で除した議決権の希薄化率は68.14％となり、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第432

条で定める希薄化率 25％以上の第三者割当増資に該当いたします。 

他方、当社は、平成 20 年４月期以降、平成 23 年４月期を除く毎期の純損失計上により、自己資本が

大きく毀損し、前事業年度末において 193,737 千円の債務超過となっており、当社の株式はマザーズ上

場廃止基準に抵触し、平成 26 年４月期においてもなお債務超過を解消できない場合には上場廃止とな

ることから、早急に債務超過の解消を実現し株式上場を維持する必要があります。 

今回の新株式発行による資金調達ができない場合は、債務超過による上場廃止を回避することが困難

と思われ、更なる信用不安リスクを抱えることになり、当社が考える今後の事業展開に支障をきたすこ

とが予想されます。 

以上のとおり、本第三者割当による株式の発行に伴って一定程度の希薄化が生じることとなりますが、

本第三者割当を実施することにより、債務超過と上場廃止のリスクを解消すると共に、成長戦略の基盤

となる開発案件への投資、販売強化及び増加している受注案件に対応した増加運転資金に投下すること

が可能となり、当社の今後の業績回復と信用力及び企業価値の向上が期待されることから、本第三者割
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当による発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると判断しており、第三者委員会からも、本第

三者割当による発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的である旨の意見書を入手しております。 

 

６. 割当予定先の選定理由等  

(1) 割当予定先の概要   

  ① ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合                

① 氏名 ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合 

② 住所 東京都千代田区丸の内二丁目２番１号 

③ 設立根拠等 これまで培った企業経営の経験・知識を生かし企業の経営・再生事業

を投資という形で実現させる目的で設立した投資事業有限責任組合

契約に関する法律に基づき設立された組合 

④ 組織目的 日本国内の上場企業への投資 

⑤ 組成日 平成25年９月30日 

⑥ 出資の総額 180,000,000円 

⑦ 出資者・出資比率・概

要 

1．梶 弘幸 75.0％  

東京都中央区  

個人投資家 

2．LITパートナーズ株式会社  15.00％  

東京都千代田区丸の内二丁目２番１号  

代表者 代表取締役 矢口 真一 

事業内容 第一種不動産仲介業、投資助言・代理業 

3．フレンドリー・パートナーズ株式会社（無限責任組合） 10.00％ 

東京都千代田区丸の内二丁目２番１号  

⑧ 無限責任組合員概要 名称 フレンドリー・パートナーズ株式会社  

所在地 東京都千代田区丸の内二丁目２番１号 岸本ビルヂング2Ｆ  

代表者 代表取締役 古川 勝博  

事業内容 投資事業組合運営業務 

⑨ 国内代理人の概要 該当事項はございません。 

⑩ 上場会社と該当ファン

ドの間の関係 

該当事項はございません。  

  

⑪ 上場会社と当該ファン

ドの出資者との関係 

該当事項はございません。 

 

（注）割当予定先の内容及び当社との関係は、いずれも平成25年10月４日現在におけるものです。 
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② 株式会社滋慶                    

① 名称  株式会社滋慶 

② 所在地  大阪府大阪市中央区島之内 1-10-15 滋慶ビル 

③ 代表者の役職・氏名  代表取締役社長 田仲 豊徳 

④ 事業内容  その他の投資業 

⑤ 資本金  100,000 千円 

⑥ 設立年月日  平成元年４月 12 日 

⑦ 発行済株式数 普通株式 300 株 配当優先株式 1890 株（内、自己株式 94 株） 

⑧ 決算期 ３月 

⑨ 従業員数 ２名 

⑩ 主要取引銀行 三井住友（梅田一）、三菱東京ＵＦＪ（船場）、りそな（大阪営業部）

⑪ 主要取引先 一般個人、一般法人、グループ各社 

⑫ 大株主及び持株比率  浮舟邦彦（86.67％）議決権ベース 

⑬ 当事会社間の関係  

資本関係  該当事項はありません。 

人的関係  該当事項はありません。 

取引関係  該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

⑭ 最近 3年間の経営成績及び財政状態                      単位：千円

決算期  2011 年３月期 2012 年３月期 2013 年３月期 

純資産 2,621,923 3,019,045 2,954,810

総資産  15,365,115 13,869,633 12,458,758

１株当たり当期純資産（円） 1,197,225 1,378,559 1,349,228

売上高  4,551,527 3,519,570 593,995

営業利益  264,901 289,732 19,062

当期純利益  284,543 424,271 3,165

１株当たり当期純利益（円） 129,928 193,731 1,445

１株当たり配当金（円） 25,000 25,000 25,000

 

（注）割当予定先の内容及び当社との関係は、いずれも平成25年10月４日現在におけるものです。 
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③ イノベーション・エンジン株式会社                     

① 名称  イノベーション・エンジン株式会社 

② 所在地  東京都港区芝２－３－１２ 芝アビタシオンビル３Ｆ 

③ 代表者の役職・氏名  代表取締役社長 佐野 睦典 

④ 事業内容  投資事業組合運用・運営，ベンチャー企業等へのコンサルティング，

投資顧問業 

⑤ 資本金  114,600 千円 

⑥ 設立年月日  平成 13 年１月１日 

⑦ 発行済株式数 10,550 株 

⑧ 決算期 ８月 

⑨ 従業員数 ５名 

⑩ 主要取引銀行 みずほ（浜松町）、りそな（田町）、東京都民（茅場町） 

⑪ 主要取引先 ベンチャー企業 

⑫ 大株主及び持株比率  佐野睦典（３５％）、水野博之（１４％）、ウェルインベストメント

（６％）、藤原洋（６％）、佐野玲子（５％） 

⑬ 当事会社間の関係  

資本関係  該当事項はありません。 

人的関係  該当事項はありません。 

取引関係  本第三者割当増資に関するアドバイザリー契約を締結しております。

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

⑭ 最近 3年間の経営成績及び財政状態                      単位：千円

決算期  2010 年８月期 2011 年８月期 2012 年８月期 

純資産 122,716 129,557 114,250

総資産  149,863 157,290 140,882

１株当たり当期純資産（円） 12,358 13,047 11,505

売上高  180,322 174,614 236,248

営業利益  △6,244 2,282 △12,552

当期純利益  △5,610 7,118 △15,688

１株当たり当期純利益（円） △564.96 716.85 △1,579.88

１株当たり配当金（円） 0 0 0

 

（注）割当予定先の内容及び当社との関係は、いずれも平成25年10月４日現在におけるものです。 
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 (2) 割当予定先を選定した理由 

 ① ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合 

当社は、厳しい環境を乗り越え、今後も継続企業として株主様をはじめとするステークホルダーの

利益を高めるため、財務体質の改善、経営基盤の強化、将来的な収益源泉の確保を図っていくことが、

当社の果たすべき役割であると認識しております。これらを実施していくために、当社の経営環境及

び経営方針等を理解していただける候補先に対して第三者割当による新株式の発行を行うことを検討

してまいりました。その結果、割当予定先であるＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合と当社は、

当社とアドバイザリー契約をしているイノベーション・エンジン株式会社の仲介により今回の第三者

割当の協議をするにいたりました。 

同組合は、上場企業が発行する有価証券、上場企業の金銭債権を取得し、上場企業の企業再生を目

的として新設されており、投資事業組合の管理及び運営等を事業とするフレンドリー･パートナーズ株

式会社が業務執行を担当しております。更に同社は多くの投資を成立させてきた経験、実績からも、

第三者割当の執行にあたり信頼するに足るものと思慮しております。    

また、同組合は、当社が早期に債務超過を解消し財務の健全化を図り、さらに受注増加に伴う増加

運転資金を手当することで、当社の事業の成長性が大幅に高まることについて十分に理解しており、

この実現のため資金提供することについて合意して頂いたため、同組合を割当先に選定致しました。 

なお、同組合からは、当社に対して純投資目的で資金を投下していただけるとの意思表明を頂いて

おり、純投資を目的としていることから、当社を子会社化又は系列化する意向がないことが明らかで

あるものと判断しました。  

 

② 株式会社滋慶 

割当予定先である株式会社滋慶と当社は、当社とアドバイザリー契約をしているイノベーション・エ

ンジン株式会社の仲介により今回の第三者割当の協議をするにいたりました。同社は、全国に関連法人

を含め多数の専門学校を所有する学校法人滋慶学園のグループ企業であり、当該グループのサポートを

している会社で主に投資業を営んでおります。今回、イノベーション・エンジン株式会社の代表取締役

佐野睦典氏から紹介を受け、当社代表取締役菅原雅史が直接面談し、当社の海外戦略を含めた半導体検

査装置の事業戦略、財務内容及び資金需要等の説明をしたところ、当社の事業構想を評価し、今後の成

長が期待できる投資先として当社に注目したとのことであります。一方、当社は、同社が当社の事業の

成長性を十分に理解頂いており、中長期的視点で資金支援を考えて頂ける点において最適な出資者であ

ると判断し、割当予定先として選定致しました。 

 

③ イノベーション・エンジン株式会社 

当社は、当社のおかれている財務内容の現状と課題、当社の事業概要及び今後の事業戦略を理解いた

だき、既存株主にとっても歓迎されうる投資家を模索し、複数の有力先と接触を重ねてまいりました。

そして、イノベーション・エンジン株式会社との関係は、今回の資金調達作業を進める過程において、

平成25年６月中旬に同社の代表取締役佐野睦典氏から資金調達に関する支援のご提案を受け、今回の第

三者割当増資のご提案を頂いたことに端を発しております。同社は、当社の事業構想を評価し、今後の

成長が期待できる投資先として注目したとのことであります。一方、当社は同社について、当社の事業

計画及び将来性に評価を頂いた点や、同社がこれまで他の企業に対して行っている投資経験の実績にお
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ける信頼性から、事業成長のビジョンと価値観を共有できる相手先であると判断し、このたびの第三者

割当増資の予定先として選定いたしました。 

 

上記割当予定先、当該割当予定先の役員または主要株主（主な出資者）が反社会的勢力であるか否

か、及び各割当予定先関係者が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか否について、独自に専門

の第三者調査機関である株式会社ＪＰリサーチ＆コンサルティング（住所：東京都港区 代表取締役：

古野啓介氏）に調査を依頼し、同社より調査報告書を受領いたしました。当該調査報告書において、

当該割当予定先関係者が反社会的勢力である、又は、各割当予定先関係者が反社会的勢力と何らかの

関係を有している旨の報告はありませんでした。 

上記のとおり、割当予定先、当該割当予定先の役員または主要株主（主な出資者）が反社会的勢力

とは一切関係がないことを確認しており、別途その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出して

います。 

 

(3) 割当予定先の保有方針    

割当予定先であるＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合、株式会社滋慶及びイノベーション・エ

ンジン株式会社は、それぞれ純投資を目的としております。３社とも当社の中長期の成長可能性を評

価し、中長期の保有を目指していただきますが、売却に際しては市場の動向を勘案し、市場への影響

を留意しながら売却する方針と伺っております。 

なお、当社と各割当予定先との間で、当該割当新株式を引受後１年間は引受株式の市場売却・相対

売却の制限をする旨の契約をしております。付帯条件として、払込終了以降一度でも発行価格に対し

て２倍以上の株価となった場合は前述の制限を解除できるものとしますが、払込終了後１年間は発行

価額の２倍以下では売却できないことの制限を設けております。 

また、当社は各割当予定先が払込期日から２年以内において、割当株式の全部又は一部を譲渡した

場合には、譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方

法等の内容を直ちに書面にて当社へ報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に

報告すること、並びに当該報告内容が公衆縦覧に供されることに同意することにつき、各割当予定先

から払込期日までに確約書を得る予定であります。 

 

 

(4) 割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容   

割当先のＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合、株式会社滋慶及びイノベーション・エンジン株

式会社より、直近の財務状況に照らし、本第三者割当の払込は十分に可能である旨の確約をいただい

ており、払込に必要となる資金の確保についても支障がない旨の報告を受けており、あわせて出資者

またはファンドの資金残高も十分であることをいずれも銀行預金口座の通帳残高で確認しております。 

以上により、当社は割当予定先の本第三者割当の払込みに要する財産について、問題はないものと

判断しております。 

 

(5) 株券の貸借に関する契約   

本第三者割当に関して、株券の貸借に関する契約の締結の予定はありません。 
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７. 第三者割当後の大株主及び持株比率  

第三者割当前(平成25年４月30日現在)  第三者割当後  

菅原 雅史 22.85％ 
ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責

任組合 
24.31％

松本 富吉 12.36％ 菅原 雅史 13.59％

高橋 秋男 6.95％ 株式会社滋慶 13.51％

小林 晃 6.35％ 松本 富吉 7.35％

株式会社ラプラス 1.76％ 高橋 秋男  4.13％

池野 照雄 1.67％ 小林 晃  3.77％

坪井 照夫 1.57％ イノベーション・エンジン株式会社  2.70％

塩野 俊司 1.34％ 株式会社ラプラス  1.05％

安藤 大輔 1.31％ 池野 照雄  1.00％

冨岡 喜榮子 1.29％ 坪井 照夫  0.93％

   

８. 今後の見通し  

本第三者割当増資により、平成26年4月期第２四半期決算（平成25年10月末）で債務超過は解消され

ます。また、この調達により受注増加に伴う増加運転資金へも対処できることとなり、新製品開発など

研究開発を積極的に実施することができ、継続的に安定した事業運営が可能になります。このことによ

り、金融機関は元より、多くの得意先の与信判断に対し好材料になるため、将来にわたる事業基盤の強

化及び収益の拡大への貢献が見込まれます。 

本第三者割当増資により、平成26年4月期の決算においても債務超過は解消される見込であるため、

当社が上場廃止に係る猶予期間入り銘柄（有価証券上場規程第603条第１項第３号（債務超過））にな

っている状態が解除される見込です。 

本第三者割当増資による資金調達を契機に、目の前にあるビジネスチャンスを着実に捉え、今期業績

の足元を固めつつ、さらに中長期における成長戦略を確実に実施していく所存であります。 

 

９. 企業行動規範上の手続きに関する事項 

本件第三者割当による希薄化率は、本件第三者割当に係る取締役会決議前における発行済株式総数

11,945株に係る議決権の数11,945個を前提とすると68.14％になり、希薄化率が25％以上となることが

見込まれることから、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第432条に定める独立第三者からの意

見入手または株主の意思確認のいずれかの手続きを要します。そのため、当社は既存株主の皆様に極め

て大きな影響が生じることに鑑みて、第三者割当による本新株の発行における必要性及び相当性に関す

る客観的な意見を入手するため、経営者から一定程度独立した社外弁護士（クレア法律事務所 古田利

雄氏）及び当社の監査役全員（社外監査役・森田克彦氏、社外監査役・菅原佳典氏、社外監査役・佐野

元彦氏）の計４名で構成される第三者委員会の開催を依頼いたしました。 

当社は、第三者委員会に対して、今回の第三者割当による新株式の発行について、発行の目的及び理

由、調達資金の額・使途及び支出予定時期、資金使途の合理性、発行条件の合理性、割当先の選定理由、

募集後の大株主及び持株比率、業績への影響の見通し、その他必要と思われる事項、第三者委員会のメ

ンバーより質問のあった事項等について詳細な説明を行いました。 
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その後、第三者委員会において審議した結果である意見書は、平成25年10月２日付けで当社宛に提出

されました。当該意見書において、当社が収益体質を構築するための中長期事業戦略の実現のためには

資金調達が必要であること、調達する資金の使途には具体性・合理性があることから、第三者割当によ

る本新株式の発行については必要性があると判断する旨、また他の手段との比較で今回採用するスキー

ムを選択することは妥当であると考えられること、発行価額、発行数量、株式の希薄化の規模等各種の

発行条件の内容は当社の置かれた状況に照らして相当であると考えられることから、第三者割当による

本新株式の発行については相当性があるとの意見をいただいております。 

本第三者割当増資に関する意見の概要は以下のとおりであります。 

 

（本第三者委員会の意見の概要） 

（結論） 

 当第三者委員会は、本件第三者割当増資による新株式の発行における資金調達について審議したとこ

ろ、以下に述べる当社の状況および当社を取り巻く事業環境等に鑑み、資金調達の必要性及び第三者割

当による方法を選択することの相当性を認めます。 

（理由） 

１ 資金調達を行う必要性 

インスペック株式会社（以下「当社」という。）は、数年来経常損失を計上し、前事業年度末において

193,737 千円の債務超過を計上している。これにより当社の株式はマザーズ上場廃止基準に抵触し、平

成 26 年４月期においても債務超過を解消できない場合には上場廃止とならざるを得ない。 

他方、当社は平成 21 年にハイエンドパッケージ基板用 AOI の製品化に成功し有力ユーザーへの納入実

績を上げて以降、ハイエンド AOI 分野で多くの実績を積み重ね、平成 24 年には台湾でハイエンドパッ

ケージ基板用 AVI の大量受注を獲得するなど、評価が高まっており、今期（平成 25 年５月～平成 26 年

４月）以降についても、多数のリピートオーダーが予定されている。 

このため、当社は、早急に債務超過を解消するとともに、受注増加に伴う増加運転資金を調達し、併

せて製品開発を行うため、資金調達の必要に迫られていると認められる。本件第三者割当増資は、当社

の継続的な運営を可能にするものであり、既存株主の利益、当社の企業価値向上のためにも必要だとい

うべきである。 

 

２ 資金調達の適法性（本件増資は「特に有利な金額」で行われるものでないこと） 

「特に有利な金額」（会社法１９９条３項）とは、公正な発行価額と比較して特に低い価額をいい、公

正な発行価額とは、新株の発行により企図される資金調達の目的が達せられる限度で旧株主に最も有利

な価額であるとされている。 

そして、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」（平成２２年２月１０日制定）

は、有利発行に関して、「取締役会決議の直前日の価額（直前日における売買がない場合は、当該直前

日からさかのぼった直近日の価額）に 0.9 を乗じた額以上の価額であること。ただし、直近日または直

前日までの価額または売買高の状況等を勘案し、当該決議の日から払込金額を決定するために適当な期

間（最長６ヶ月）をさかのぼった日から当該決議の直前日までの間の平均の価額に 0.9 を乗じた額以上

の価額とすることができる。」としている。 

本第三者割当増資による本株式の払込金額は、本第三者割当増資にかかる取締役会決議の前営業日

までの直前1ヶ月間または直前３ヶ月間の終値の平均価額から10％ディスカウントした価額としている。 
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また、この発行価額は、直前１ヶ月間の終値平均と直前３ヶ月間の終値平均との比較より、金額の

高い方を基礎額として選択することとしている。 

本第三者割当増資は、前記日本証券業協会の指針の範囲内で行われるものであり、「特に有利な金額」

で行われるものでない。 

なお、当社は、イノベーション・エンジン株式会社との間で、平成２５年６月に資金調達に関するア

ドバイザリー契約を締結しており、ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合、株式会社滋慶は同社の紹

介によって本件株式の引受をするに至ったものであるため、本第三者割当増資完了後、当社はアドバイ

ザリー契約にかかる報酬をイノベーション・エンジン株式会社に支払う義務が生じる。 

これによって、イノベーション・エンジン株式会社は当社に対して出資を行った後に、当社から前記

報酬の支払を受けることになるが、同報酬は、前記契約を前提としてその役務提供の対価としてなされ

るものであり、他のアドバイザリーによって資金調達が成ったときに当社が同様の報酬を支払う場合と

異ならないため、株式の発行金額が特に有利なものでないという前記判断に影響を与えるものではない。 

なお、同社による出資にかかる金額については、もとよりアドバイザリー報酬は発生しない。 

 

３ 調達資金の額及び資金調達方法選択の相当性 

前項記載の債務超過の解消、運転資金および開発資金を確保する目的を達し、今期末まで、継続して

月次のコストの２か月相当のキャッシュフローを維持するためには、当社の会計帳簿と事業計画に照ら

し合計金３億円の資金調達が必要であることが認められる。 

また、当社は、本第２四半期末（１０月）までに債務超過を解消し、金融機関との関係を正常化させ

ることが急務である。 

現時点における当社の財務状況から金融機関からの借入は実現可能性が低く、債務超過を解消するた

めには社債ないし新株予約権付社債の発行は適切でない。また、増資は迅速に完了しなければならない

ため、新株予約権を発行し順次権利行使される方法も適切でない。本件第三者割当増資は、債務超過を

解消しつつ、迅速に増資を完了できるため、資金調達方法として相当であるというべきである。 

 

４ 本件増資の引受先選定の経緯の相当性 

当社は、平成２４年８月以降継続的に資金調達に努めてきたところ、平成２５年６月に、イノベーシ

ョン・エンジン株式会社から出資を検討したいと申し出があり、併せて同社と資金調達にかかるアドバ

イザリー契約を締結した。 

その後、同社からは当社に対して、約１０社を増資の引受先候補として紹介された。 

当社は、これら候補について、反社会ないし反市場的勢力でないこと、当社の事業モデルに理解があ

ること、当社株式の長期保有が期待できること、追加投資の可能性があること等の観点から、取引のあ

る金融機関等の情報も参考にしつつ検討した。 

割当予定先であるイノベーション・エンジン株式会社は、当社の事業計画を十分理解していること、

これまでの投資実績から、今後も当社に対する支援協力が期待できる。 

ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合は、上場企業が発行する有価証券、上場企業の金銭債権を取

得し、上場企業の企業再生を目的として新設されたものである。同組合は投資事業組合の管理及び運営

等を事業とするフレンドリー･パートナーズ株式会社が業務執行を担当しており、同社は多くの投資を

成立させてきた経験、実績からも、第三者割当の引受先として信頼するに足ると判断したことは相当で

あると認められる。 
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株式会社滋慶は、全国に関連法人を含め多数の専門学校を所有する学校法人滋慶学園のグループ企業

であり、当該グループのサポートをしている会社で主に投資業を営んでいる。当社は同社について、当

社の事業計画を十分理解していること、これまでの投資実績から、今後も当社に対する支援協力が期待

できると判断したことは相当であると認められる。 

なお、当社役員は、これら各割当先との間に取引関係、資本関係等の利害関係を有していない。 

 

５ 新株発行条件の相当性 

（１）発行数量及び株式の希薄化の規模について 

本第三者割当により、8,000 株前後の普通株式が発行され、発行新株にかかる議決権数を発行済株式

の議決権数で除した議決権の希薄化率は 66％前後となる見込みで、株式会社東京証券取引所の有価証

券上場規程第 432 条で定める希薄化率 25％の第三者割当増資に該当する。 

本件における各引受先からは、より多額の出資に応じる用意があるとの提案もなされたが、既存株主

の議決権の希薄化をできる限り抑制するために、必要資金である３億円に限って調達するものであり、

当該金額を調達することによって生じる希薄化はやむを得ないものであると認められる。 

（２）発行価額の相当性について 

本第三者割当による発行価額は、本第三者割当増資にかかる取締役会決議の前営業日までの直前 1

ヶ月間または直前 3 ヶ月間の株式会社東京証券取引所における当社株式の終値の平均価額から 10％デ

ィスカウントした価額としている。また、この発行価額は、直前３ヶ月間の終値平均と直前 1ヶ月間の

終値平均とを比較し、金額の高い方を基礎額として選択することとされている。 

当社が直前３ヶ月間の終値平均と直前 1ヶ月間の終値平均とを比較し、直前６ヶ月間の終値平均を比

較対象に加えなかった点については、直前６ヶ月間とした場合には、決算の発表やその他適時開示の内

容をはさんでの算出となり、必ずしも会社の価値を反映している価額とは言い切れない可能性があると

考えられることによるものであり、相当であるものと考える。 

また、取締役会決議の直前営業日の終値を参照しない点については、当社が毎月初に月次の受注高の

お知らせとして適時開示をしているところ、浮動株が少ない状況から当該開示後の株価が大きく変動す

る可能性があると考えられ、取締役会決議予定日が 10 月４日である本第三者割当増資においては、直

前営業日の終値を参照しないとの判断も相当であるものと考えられる。  

なお、適時開示により株価に影響が出ると思われる月初の取締役会決議の日程については、早急に資

金調達の必要に迫られていると認められることからやむを得ない日程であり、相当性を欠くものとはい

えない。 

このように発行価額の算定根拠については、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指

針」に照らしても有利発行に該当するものではないと考えられる。 

以上の通り、発行価額は当社の事業価値を反映した公表日直前 1ヶ月間の終値平均を基礎として有利

発行に該当しない限度でディスカウントされた金額であることを勘案すると本件第三者割当の発行価

額は合理的といえる。 

（３）各割当先の当社株式の運用方法について 

当社と本件の各割当先との間では、当該割当新株式を引受後１年間は引受株式の市場売却・相対売却

の制限をする旨の契約をしている（付帯条件として、払込終了以降一度でも発行価格に対して２倍以上

の株価となった場合は前述の制限を解除できるものとするが、払込終了後１年間は引き受け株価の２倍

以下では売却できないことの制限を設けている）。 
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当社は割当予定先が払込期日から２年以内において、割当株式の全部又は一部を譲渡した場合には、

譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等の内容を

直ちに書面にて当社へ報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告することに

なっており、既存株主に対して相当な配慮がなされている。 

 

６ 最後に、上記割当予定先、当該割当予定先の関係会社の役員、主要株主（主な出資者）が反社会的

勢力であるか否か、及び各割当予定先関係者が反社会的勢力と何らかの関係を有しているか否につい

て、独自に専門の第三者調査機関である株式会社ＪＰリサーチ＆コンサルティング（住所：東京都港

区 代表取締役：古野啓介氏）に調査を依頼し、同社より調査報告書を受領している。当該調査報告

書において、当該割当予定先関係者が反社会的勢力である、又は、各割当予定先関係者が反社会的勢

力と何らかの関係を有している旨の報告がなかったことを確認している。 

 

以上のとおり、本第三者委員会からは、本第三者割当増資につき必要性及び相当性が認められると

の意見を得ております。 

そして、平成 25 年 10 月４日開催の取締役会において、本第三者委員会の上記意見を参考に討議・

検討した結果、既存株主の影響を勘案しましても、本第三者割当増資の発行数量及び株式の希薄化

の規模は、合理的であると判断しました。 

 

10. 最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況  

(1) 最近３年間の業績(個別)  

 平成23年4月期 平成24年4月期 平成25年4月期  

売上高(百万円)  742 547 469 

営業利益(百万円)  10 △165 △275 

経常利益(百万円)  49 △140 △278 

当期純利益(百万円)  40 △140 △390 

1株当たり当期純利益(円)  3,772.18 △13,132.11 △36,091.16 

1株当たり配当金(円)  ― ― ― 

1株当たり純資産(円)  28,293.09 15,160.98 △16,219.17  

 

(2) 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成25年10月３日現在) 

 株式数  発行済株式数に対する比率  

発 行 済 株 式 数  11,945株 100.00％ 

現時点の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
― ― 

上限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
1,000株 8.37％ 

   

 

(3) 最近の株価の状況  

① 最近３年間の状況  
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 平成23年４月期  平成24年４月期  平成25年４月期  

始 値  39,850円 48,500円 33,000円 

高 値  71,000円 70,700円 33,000円 

安 値  20,500円 22,700円 21,000円 

終 値  48,400円 33,000円 26,000円  

 

② 最近６か月間の状況  

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

始 値  25,200円 26,500円 46,250円 32,700円 34,800円 41,900円

高 値  28,200円 104,000円 58,100円 47,000円 51,600円 48,750円

安 値  23,010円 25,570円 31,000円 31,000円 34,250円 37,000円

終 値  26,000円 46,250円 33,400円 34,600円 41,750円 43,800円

 

③ 発行決議日前営業日株価  

 平成25年10月３日 

始 値  41,000円

高 値  42,600円

安 値  41,000円

終 値  42,600円

 

(4) 最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況  

   新株予約権の発行 

        第５回新株予約権の発行要領 

1. 新株予約権の発行日 平成25年７月１日 

2. 新株予約権の発行数 1,000個 

3. 新株予約権の発行価

額 

無償 

4. 新株予約権の目的で

ある株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的

である株式の数（以下、「付与株数」という。）は１株とする。なお、新株予約

権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）以降、当社が当社普通株式の株

式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整す

るものとする。 

 ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株

予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の株式

については、これを切り捨てるものとする。 

     調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の適切な調整を行う。 

5. 新株予約権の行使に

際して出資される財

行使価額は、新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を

除く。）における東京証券取引所の当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05 
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産の価額 

 

を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。 

ただし、その価額が新株予約権発行の日における東京証券取引所の当社普通株式

の普通取引の終値（これが存在しない場合には同日に先立つ最直近日の終値。）を

下回る場合は、当該終値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式

により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

１ 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

分割・併合の比率 

また、当社が新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権

の行使により新株を発行する場合を除く。）を行う場合、または、当社が時価を下

回る価額で自己株式を処分する場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。 

       新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後  

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額
×

 

既発行 

株式数 

 

＋ 新株式発行前の１株当たり時価 

        既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有

する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を

「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」と読み替

えるものとする。 

6. 新株予約権の行使期 

 間 

平成27年７月２日から平成35年７月１日まで 

7. 新株予約権の行使に

より 新株発行を行う

場合において増加する

資本金及び資本準備金

の額 

新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会

社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額と

し、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合、その端数を切り上げる。残額は資本

準備金に組み入れるものとする。  

8. 新株予約権の割当対

象者 

当社取締役 ４名  当社監査役 ２名  当社従業員 40名 

9. 新株予約権の行使に

際して出資される財産

の価額 

新株予約権１個当たり 41,843円 

        （１株あたり）41,843円 

10. 新株予約権の行使

価額の調整 

平成 25 年６月 21 日開催の取締役会において、株式分割の実施並びに単元株制度

の採用について決議され、平成 25 年 10 月 31 日（木曜日）を基準日として、１株

につき 100 株の割合をもって分割されることにより、当社発行の新株予約権の１株

あたりの行使価額を平成 25 年 11 月１日以降、以下のとおり調整いたします。 

調整後行使価額（円）         419 円   

調整前行使価額（円）      41,843 円 
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Ⅱ. 主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動 

             

１. 異動が生じる経緯  

本第三者割当増資の割当予定先であるＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合は、本第三者割当増

資により、新たに当社の主要株主である筆頭株主となる見込みであり、同じく割当予定先である株式

会社滋慶は主要株主に該当する見込みであります。なお、当社の主要株主である筆頭株主の菅原雅史

氏は、本第三者割当増資後には、当社の筆頭株主に該当しなくなる見込みであり、主要株主である松

本富吉氏は主要株主に該当しなくなる見込みであります。 

 

２. 異動する株主の概要 

（1）新たに主要株主である筆頭株主となるもの 

名称： ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合     

その他、異動する株主の概要につきましては、上記｢Ⅰ.6.(1)割当予定先の概要｣をご参照下さい。  

（2）新たに主要株主となるもの 

名称： 株式会社滋慶 

その他、異動する株主の概要につきましては、上記｢Ⅰ.6.(1)割当予定先の概要｣をご参照下さい。 

（3）筆頭株主に該当しなくなる主要株主 

    氏名：菅原雅史（当社代表取締役社長） 

    住所：秋田県仙北市 

（4）主要株主に該当しなくなる株主 

    氏名：松本富吉 

    住所：京都市 

 

３. 異動前後における当該株主等の所有株式数及び議決権の数並びに総株主等の議決権の数に対する割合 

①ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合 

 議決権の数 

(所有株式数) 

総株主等の議決権の数に 

対する割合  

大株主順位 

異動前 

（平成25年４月30日）

－個  

           (－株) 
 －％ － 

異動後 
4,883個  

               (4,883株) 
24.31％ 第１位 

 

②株式会社滋慶 

 議決権の数 

(所有株式数) 

総株主等の議決権の数に 

対する割合  

大株主順位 

異動前 

（平成25年４月30日）

－個  

           (－株) 
 －％ － 

異動後 
2,713個  

               (2,713株) 
13.51％ 第３位 
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③菅原雅史（当社代表取締役社長） 

 議決権の数  

(所有株式数) 

総株主等の議決権の数に 

対する割合  

大株主順位  

異動前 

（平成25年４月30日）

          2,730個  

               (2,730株) 
22.85％ 第１位 

異動後 
          2,730個 

               (2,730株) 
13.59％ 第２位 

 

④松本富吉 

 議決権の数  

(所有株式数) 

総株主等の議決権の数に 

対する割合  

大株主順位  

異動前 

（平成25年４月30日）

          1,476個  

               (1,476株) 
12.36％ 第２位 

異動後 
        1,476個  

               (1,476株) 
7.35％ 第４位 

 

（注）異動前の総株主等の議決権の数に対する割合については、平成25年４月30日現在の普通株主に 

係る発行済株式総数（11,945株）より算出しております。 

異動後の総株主等の議決権の数に対する割合については、平成25年４月30日現在の普通株主に 

係る発行済株式総数（11,945株）に第三者に割当てる本新株式（8,139株）を加えた数（20,084  

株）を用いて算出しております。 

 

４. 異動予定年月日  

平成25年10月22日 

 

５. 今後の見通し  

今回の主要株主である筆頭株主の異動に伴う業績への影響はありません。  
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別紙1 

 

普通株式発行要項  

１. 募集株式の種類  

普通株式  

２. 募集株式の数  

8,139株  

３. 募集株式の払込金額(発行価額)  

  36,864円   

４. 募集株式の払込金額の総額  

300,036,096円 

５. 増加する資本金及び資本準備金の額  

資本金   150,018,048円 

資本準備金 150,018,048円 

６. 募集方法  

第三者割当の方法により、以下の割当先に対して、以下の株式数を割り当てる。  

     ＦＰ成長支援Ｅ号投資事業有限責任組合        4,883株 

株式会社滋慶                  2,713株 

イノベーション・エンジン株式会社         543株   

７. 払込期日  

平成25年10月22日  

８. 詳細の決定  

その他本普通株式の発行に必要な一切の事項は、代表取締役又は代表取締役の指名する者に一任する。  

９. その他  

本普通株式の発行は、以下を前提条件とする。  

イ 当社が金融商品取引法に基づき、本普通株式の募集に関して提出する有価証券届出書(当該届出書 

の訂正を含む。)の効力が生じていること。 

ロ 上記株式を割り当てた者から申込みがない場合は、当該株式に係る株式の割当てを受ける権利は 

消滅する。 

以上  

 

 

 


